
大阪府認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営に関する基準を定める条例の改正（概要）
府民文化部私学・大学課　　　　　 
福祉部子ども室子育て支援課　　　 

教育委員会市町村教育室小中学校課 

■改正の理由

　１　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第三条第二項及び第四項の規定に基づき内閣総理大臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準（平成26年内閣府/文部科学省/厚生労働省告示第２号）及び幼保連携型認定こども園の学級の編成、職員、設備及び運営に関する基準（平成26年内閣府/文部科学省/厚生労働省令第１号）の改正により、国家戦略特別区域限定保育士に係る規定が加えられたため、本条例に同様の規定を反映させる改正を行う。
　２　幼保連携型認定こども園の学級の編成、職員、設備及び運営に関する基準の改正により、同基準の附則第５条に規定する特例が削除されたことに伴い、本条例の附則に規定する同様の特例を削除する改正を行う。
　　※(参考)

　　　同様の規定は、特区法に係る省令の中で規定されることとなった（同省令は、府条例に規定が無くても、直接適用されることとなる。）。
■改正の内容
　１　第６条第１項の「保育士」を「保育士（国家戦略特別区域法（平成二十五年法律第百七号）第十二条の四第二項に規定する国家戦略特別区域限定保育士を含む。以下同じ。）」に、第32条第３項備考１の「第18条の18第１項」を「第18条の18第１項（国家戦略特別区域法第12条の４第８項において準用する場合を含む。）」に改める。
　２　附則中次の２条を削除する。

　　・構造改革特別区内において、満三歳未満の園児に対して外部搬入方式により食事を提供している公立保育所について、幼保連携型認定こども園に移行した際も外部搬入方式での食事の提供を認める特例

　　・外部搬入方式での食事の提供を実施する場合、調理室を備えない事ができる特例
　３　その他、規定の整備を行う。
■施行期日　　　
公布の日
　（理由）改正後の省令が既に施行されており、本条例の改正についても速やかに施行する必要があるため。
■政策アセスメント・制度間調整　　　
特になし
